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1.  平成22年12月期第3四半期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第3四半期 5,926 △18.1 △89 ― △227 ― 155 44.7
21年12月期第3四半期 7,236 ― 203 ― 105 ― 107 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期第3四半期 2,522.88 ―

21年12月期第3四半期 1,743.03 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第3四半期 7,732 530 6.9 8,613.07
21年12月期 8,962 374 4.2 6,090.45

（参考） 自己資本   22年12月期第3四半期  530百万円 21年12月期  374百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年12月期 ― 0.00 ―

22年12月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,134 △9.6 △53 ― △257 ― 105 390.0 1,705.43



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  有  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方
法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続きは完了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信
（添付資料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 1社 （社名 株式会社陽光ビルシステム ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期3Q  62,400株 21年12月期  62,400株

② 期末自己株式数 22年12月期3Q  832株 21年12月期  832株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期3Q  61,568株 21年12月期3Q  61,568株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年９月30日）における我が国経済は、アジア地域を中心と

した輸出の増加などにより、一部の業種においては景況感に改善の動きが見られたものの、８月以降は急速な円高の

進行により、景気の先行き不透明感が強まり、加えて厳しい雇用・所得環境により個人消費も低迷し、依然厳しい状

況が続いております。 

不動産業界におきましては、マンション販売価格の調整や住宅ローン減税等の景気対策効果により、ファミリーマ

ンション分譲の個人向け取引を中心に回復の動きがみられております。法人向け取引におきましては、依然として不

動産取引市場全般の低迷や資金調達の困難な状況が続いているものの、マーケットにおいて不動産会社が商品確保の

ため競合しており、良質な収益不動産に品薄な状況が現れ、徐々に期待利回りに低下が見られるなど、法人向け取引

にも底打ち感が見られております。 

当社グループの主力事業である投資用マンション市場におきましては、安定した家賃収入が期待できる投資商品と

して年金制度や将来への不安もあることから、底堅い需要はみられておりますが、景気悪化等の影響から雇用・所得

環境の悪化に伴う投資マインドの低下や所得の落ち込みによる融資への影響などにより、事業環境は不安定な状況が

続いております。 

このような事業環境のもと、当社グループは投資用マンション「グリフィンシリーズ」の企画・販売を事業領域の

中心に据え、地域的には成長力のある横浜・川崎エリアを中心としたドミナント戦略（地域限定戦略）を実践するこ

とにより競争優位性を発揮して様々な入居者サービスの充実を図り、企業価値の向上に努めてまいりました。 

投資用マンション事業におきましては、横浜市・川崎市の大幅な就業人口の増加に伴う賃貸ニーズの高まりによる

底堅い需要がみられるものの、主力販売先である一般給与所得者は一昨年からの経済状況の低迷により雇用・所得環

境の悪化が続き、投資に対する姿勢は一層慎重になっているため、予定していた販売戸数を下回る水準で推移してお

ります。また戸別販売を予定していた投資用マンション１棟（50戸）について有利子負債の圧縮、資金回収の迅速化

の観点から１棟販売へと販売方法の変更を行い、販売価格の見直しをしたため第１四半期におきまして評価損135百

万円を売上原価に計上し、第２四半期において売却を行いました。 

また、投資用マンション事業における未着工用地の事業化を促進するために必要な資金の確保のため、当社連結子

会社であり建物管理に関する事業を担っております株式会社陽光ビルシステムの全株式を第３四半期において売却い

たしました。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は5,926百万円（前年同期比18.1%減）、営業損失89百万円（前年同

期は203百万円の営業利益）、経常損失227百万円（前年同期は105百万円の経常利益）、四半期純利益155百万円（前

年同期比44.7％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメント実績 

（不動産販売事業）  

新築の投資用マンションとして「グリフィン・武蔵新城弐番館」（川崎市中原区）、「グリアス横浜・ウエスト

フォルム弐番館」（横浜市西区）など７棟を供給し、133戸を販売した他、投資用マンションの中古物件73戸を販

売いたしました。また、戸別販売を予定しておりました中古物件「アコースティックアパートメント滝野川」（東

京都北区）50戸を、有利子負債の圧縮、資金回収の迅速化の観点から、一棟売却いたしました。 

その結果、売上高は4,792百万円（前年同期比19.5%減）、営業損失は117百万円（前年同期は294百万円の営業利

益）となりました。 

（不動産管理事業） 

管理物件のリフォーム売上が減少したものの、コスト削減効果などにより、売上高は645百万円（前年同期比

6.3％減）、営業利益は227百万円（同3.7％増）となりました。 

（不動産賃貸事業）  

賃貸収益を計上していた販売用マンションが売却により減少したことから、売上高は321百万円（前年同期比

9.9％減）、営業利益は132百万円（同19.2％減）となりました。  

（不動産仲介事業） 

景気停滞による賃貸住宅の借り換え意欲減退などの影響により、売上高は93百万円（前年同期比32.1％減）、営

業利益は46百万円（前年同期比34.1％減）となりました。  

（その他の事業） 

ファンド事業の売上が減少したものの、コスト削減効果などにより、売上高は73百万円（前年同期比23.9％

減）、営業利益は15百万円（前年同期は8百万円の営業損失）となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

(資産、負債及び純資産の状況）  

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,230百万円減少し、7,732百万円となりまし

た。これは主に保有在庫の圧縮により、たな卸資産が1,121百万円減少したこと及び有利子負債の返済等により現

金及び預金が45百万円減少したことによるものであります。 

また、当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,385百万円減少し、7,201百万円と

なりました。これは主に有利子負債が返済や償還により2,570百万円減少したこと及び支払手形及び買掛金が1,274

百万円増加したことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べ155百万円増加し、530百万円となり

ました。これは主に四半期純利益155百万円の計上によるものであります。  

  

(キャッシュ・フローの状況） 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から45百万円減少し、

630百万円となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、2,125百万円の収入（前年同期は1,846百万円の収入）となりまし

た。これは主に、物件売却によるたな卸資産の減少1,120百万円、仕入債務の増加1,276百万円によるものでありま

す。  

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、401百万円の収入（前年同期は82百万円の収入）となりました。こ

れは主に、子会社株式の売却による収入385百万円によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、2,572百万円の支出（前年同期は2,685百万円の支出）となりまし

た。これは主に有利子負債の返済2,570百万円（純額）によるものであります。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間における業績の進捗を勘案し、業績予想の見直しを行った結果、平成22年２月12日付

「平成21年12月期決算短信」にて発表しました平成22年12月期の通期連結業績予想を修正しております。 

詳細につきましては、本日別途開示する「平成22年12月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 当第３四半期連結会計期間において、当社が保有する株式会社陽光ビルシステム株式の全部（100.0％）をユナ

イテッドコミュニティーズ株式会社に譲渡いたしました。本件に伴い、株式会社陽光ビルシステムは当社連結対象

より除外されております。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。  

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社グループの主力事業であります投資用マンション事業におきましては、プロジェクトごとに必要な資金を金

融機関から借入れておりますが、販売環境の悪化に伴って物件の販売スケジュールに大幅な遅れが出ており、完成

済み物件の土地部分の借入金、建物部分の代金の支払いの延長及び条件の変更を実施しております。 

また、借入金の返済期日が到来しているにもかかわらず、事業化もしくは売却が実施出来ていない未着工用地に

つきましても、土地部分の借入金について返済期日の延長を実施しております。 

さらに、すべての未着工用地を事業化するにあたり、建設会社との条件交渉に時間を要するため、借入金の返済

期日の延長交渉にも影響が出ております。 

  

当社グループは当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

  

 投資用マンション事業の戸別販売におきましては、投資マインドの低下から予定していた販売戸数を下回って推

２．その他の情報



移しておりますが、不動産市況が回復の兆しを見せている中、第２四半期に戸別販売を予定していた投資用マンシ

ョン（50戸）を１棟で売却しており、収益物件の流動性が向上しております。当該物件の売却により、販売スケジ

ュールを前倒しに進めることが出来るため、借入金の返済、建設代金の支払いについても進めてまいります。 

また、市況の回復を受けて、当社が保有している商業ビルやオフィスビルにつきましても売却を進め、損益への

寄与、資金回収の早期化を実施してまいります。第４四半期に入りまして、商業ビル１棟の売却契約を結んでお

り、同じく第４四半期での引渡しを予定しております。 

未着工用地における事業計画につきましては、新規着工に向けた建設会社との協議により第２四半期において１

案件の着工を行っており、さらに着工を推進するため、保有している未着工用地を一旦、建設会社に売却して、建

設会社がその土地にマンションを建設し、完成後に当社が当該マンションを買戻して顧客に販売をする新スキーム

を利用してまいります。通常の発注スキームは建設途中に着工時金、上棟時金と相応の資金負担が発生しますが、

新スキームの場合は建設期間中、建設会社が土地を保有しマンションを建設するためその間の資金負担が当社には

発生しないこととなります。よって、着工が出来ずに保有している未着工用地に対して機動的に事業化を推進する

ことができる省資金型のスキームとなっており、既に新スキームを用いて、１案件の事業化を進めております。新

スキームの利用と通常の発注スキームを並行して利用していくことにより、残っている未着工用地におきまして

も、着実に事業化への道筋を明確化させてまいります。 

上記の着実な進展により、未着工用地の事業化が明確になることで、金融機関からの評価も得ており、借入金の

返済期日の延長にも順次対応して頂いております。今後も金融機関及び建設会社との良好な関係を維持し、事業運

営の安定化を図ってまいります。 

販売管理費につきましても、平成22年12月期の第３四半期までの実績におきまして、当初予定していた水準から

１割程度の削減を継続することが出来ております。資金繰り安定化のため、さらなる削減に努めてまいります。 

また、利益剰余金の欠損を早期に回復すべく、資本政策等により自己資本を充実させることが喫緊の課題である

と認識しており、第３四半期において当社連結子会社である株式会社陽光ビルシステムの全株式を売却いたしまし

た。経営安定化に向けた施策についてもさらに継続して検討しております。 

  

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しておりますので、四半期連結

財務諸表の注記には記載をしておりません。 

  

  

  

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 630,769 676,292

受取手形及び売掛金 33,745 51,961

商品及び製品 3,654 4,440

販売用不動産 2,610,736 2,507,158

仕掛販売用不動産 2,233,813 3,455,789

原材料及び貯蔵品 11,222 13,736

繰延税金資産 16,610 31,431

その他 151,762 125,553

貸倒引当金 △48,936 △49,578

流動資産合計 5,643,378 6,816,784

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,825 16,805

減価償却累計額 △13,705 △12,972

建物及び構築物（純額） 5,119 3,832

車両運搬具 9,152 14,239

減価償却累計額 △9,152 △14,239

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 70,397 76,013

減価償却累計額 △68,682 △74,006

工具、器具及び備品（純額） 1,714 2,006

土地 － －

リース資産 11,113 －

減価償却累計額 △1,667 －

リース資産（純額） 9,446 －

有形固定資産合計 16,280 5,839

無形固定資産   

その他 1,579 224

無形固定資産合計 1,579 224

投資その他の資産   

投資有価証券 174 189

長期貸付金 5,890 7,251

繰延税金資産 6,754 6,837

投資不動産 2,213,111 2,228,223

減価償却累計額 △242,052 △215,837

投資不動産（純額） 1,971,059 2,012,386

その他 92,190 118,458

貸倒引当金 △5,223 △5,384

投資その他の資産合計 2,070,845 2,139,738

固定資産合計 2,088,705 2,145,802

資産合計 7,732,084 8,962,586



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,289,621 15,229

短期借入金 1,888,080 2,141,680

1年内返済予定の長期借入金 1,903,092 4,102,992

1年内償還予定の社債 － 220,000

未払法人税等 5,814 6,763

その他 575,061 641,678

流動負債合計 5,661,669 7,128,342

固定負債   

長期借入金 906,741 803,336

退職給付引当金 32,543 28,739

長期預り保証金 547,691 577,104

その他 53,149 50,087

固定負債合計 1,540,125 1,459,266

負債合計 7,201,795 8,587,609

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,071,420 1,071,420

資本剰余金 1,046,860 1,046,860

利益剰余金 △1,487,982 △1,643,310

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 530,385 375,057

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △96 △80

評価・換算差額等合計 △96 △80

純資産合計 530,289 374,976

負債純資産合計 7,732,084 8,962,586



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 7,236,100 5,926,768

売上原価 5,383,085 4,829,222

売上総利益 1,853,014 1,097,545

販売費及び一般管理費 1,649,846 1,186,576

営業利益又は営業損失（△） 203,168 △89,030

営業外収益   

受取手数料 14,550 9,730

保険解約返戻金 1,604 222

還付消費税等 10,893 38,658

その他 12,780 5,918

営業外収益合計 39,828 54,529

営業外費用   

支払利息 123,673 163,137

支払保証料 2,368 1,707

支払手数料 7,001 24,527

貸倒引当金繰入額 － 87

その他 4,743 3,408

営業外費用合計 137,786 192,868

経常利益又は経常損失（△） 105,210 △227,369

特別利益   

貸倒引当金戻入額 916 541

償却債権取立益 55 407

前期損益修正益 5,365 －

固定資産売却益 16,692 17

関係会社株式売却益 － 429,701

受取和解金 5,000 －

特別利益合計 28,030 430,666

特別損失   

固定資産売却損 22 －

固定資産除却損 1,059 －

減損損失 － 11,640

特別損失合計 1,081 11,640

税金等調整前四半期純利益 132,160 191,656

法人税、住民税及び事業税 2,798 22,820

法人税等調整額 22,046 13,507

法人税等合計 24,845 36,328

四半期純利益 107,314 155,328



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 132,160 191,656

減価償却費 45,448 31,409

減損損失 － 11,640

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,365 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,141 3,886

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28,769 △739

受取利息及び受取配当金 △792 △106

支払利息 123,673 163,137

固定資産売却損益（△は益） △16,670 △17

関係会社株式売却損益（△は益） － △429,701

固定資産除却損 1,059 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,618 11,570

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,847,714 1,120,679

仕入債務の増減額（△は減少） △1,188,261 1,276,423

その他 △35,222 △72,788

小計 1,916,752 2,307,052

利息及び配当金の受取額 792 106

利息の支払額 △147,144 △178,174

法人税等の支払額 △534 △3,864

法人税等の還付額 76,163 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,846,029 2,125,120

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,924 △2,881

有形固定資産の売却による収入 1,809 17

有形固定資産の除却による支出 △919 －

無形固定資産の取得による支出 △550 △1,975

投資不動産の取得による支出 △66,307 －

投資不動産の売却による収入 139,369 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ 385,764

貸付金の回収による収入 3,330 1,361

その他 16,748 19,071

投資活動によるキャッシュ・フロー 82,557 401,358

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,350,000 785,000

短期借入金の返済による支出 △1,897,200 △1,038,600

長期借入れによる収入 80,000 170,426

長期借入金の返済による支出 △2,963,601 △2,266,921

社債の償還による支出 △252,400 △220,000

配当金の支払額 △2,005 △303

リース債務の返済による支出 － △1,602

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,685,206 △2,572,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △756,620 △45,522

現金及び現金同等物の期首残高 1,544,079 676,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 787,459 630,769



該当事項はありません。  

   

  

［事業の種類別セグメント情報］  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）   

 （注） 事業区分の方法及び各区分の内容 

     事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

     不動産販売事業・・・・マンション等の販売 

     不動産管理事業・・・・マンション等の管理 

     不動産賃貸事業・・・・マンション等の賃貸 

          不動産仲介事業・・・・不動産の仲介  

     その他の事業・・・・・ファンド事業他 

     

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）   

 （注） 事業区分の方法及び各区分の内容 

     事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

     不動産販売事業・・・・マンション等の販売 

     不動産管理事業・・・・マンション等の管理 

     不動産賃貸事業・・・・マンション等の賃貸 

          不動産仲介事業・・・・不動産の仲介  

     その他の事業・・・・・ファンド事業他 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

不動産販売

事業 

（千円） 

不動産管理 

事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円）  

不動産仲介

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

 計（千円） 

 消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 売上高                 

(1)外部顧客に対す

る売上高 
 5,955,700  688,899  357,406  137,029  97,063  7,236,100  －  7,236,100

(2)セグメント間の

内部売上高又は振

替高 

 －  7,725  －  501  22,585  30,813  (30,813)  －

 計  5,955,700  696,625  357,406  137,531 119,649  7,266,913  (30,813)  7,236,100

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
 294,011  219,265  164,590  70,638 △8,292  740,213  (537,044)  203,168

  

不動産販売

事業 

（千円） 

不動産管理 

事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円）  

不動産仲介

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

 計（千円） 

 消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 売上高                 

(1)外部顧客に対す

る売上高 
 4,792,664  645,218  321,973  93,072  73,839  5,926,768  － 5,926,768

(2)セグメント間の

内部売上高又は振

替高 

 －  25,070  4,523  －  26,790  56,384  (56,384)  －

 計  4,792,664  670,288  326,496  93,072  100,630  5,983,153  (56,384) 5,926,768

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
 △117,314  227,470  132,936  46,551  15,490  305,135  (394,165) △89,030



  

［所在地別セグメント情報］ 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）   

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

   

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）   

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

［海外売上高］ 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）  

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）  

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

 受注及び販売の状況 

 [契約状況] 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 [販売状況] 

単位：千円 

  （注） １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２  セグメント間の取引については相殺消去しております。 

      ３ 不動産販売事業における「その他」の内容は、土地・オフィスビル等の販売であります。 

      ４ その他の事業の内容は、ファンド事業他であります。  

  

  

４．補足情報

区分 

 前年同四半期 

 （平成21年12月期第３四半期） 

 当四半期 

 （平成22年12月期第３四半期） 

（参考）  

 平成21年12月期 

 金額（千円）  
前年同期比

（％）  
 金額（千円） 

前年同期比

（％）  
 金額（千円） 

前年同期比

（％）  

 投資用マンション     5,473,370      74.8       4,977,491        90.9       6,866,471        73.5

 その他      144,141         17.3               －           －          279,157         23.6

 合計     5,617,512       68.9       4,977,491        88.6        7,145,629        67.9

 事業の種類別 

セグメントの名称 
 区分 

 前年同四半期 

（平成21年12月期 

第３四半期） 

 当四半期 

（平成22年12月期 

第３四半期） 

(参考） 

平成21年12月期  

  

 不動産販売事業 

  

 投資用マンション        5,811,559              4,792,664        7,052,415

 その他          144,141                     －          279,157

 小計         5,955,700              4,792,664             7,331,573

 不動産管理事業  －         688,899                645,218               897,578

 不動産賃貸事業  －               357,406                321,973               479,318

 不動産仲介事業  －               137,029                 93,072               162,344

 その他の事業  －                97,063                 73,839               126,734

 合計  －             7,236,100              5,926,768             8,997,549
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